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 Following the EFL/ESL distinction in Okihara (2011), this paper tries to confirm that the be-
ginning research activities in Foreign Language Education (FLE) were initiated during the 
1950s to 1960s mainly in the field of modern language teaching in English-speaking countries 
such as USA and UK, and that the context of such teaching had a lot in common with that of 
Teaching English as a Foreign Language (TEFL), rather than Teaching English as a Second 
Language (TESL), producing significant pedagogical implications for TEFL theories and prac-
tices. The paper then goes on to point out that the research field of the current FLE has 
shifted from that of modern language teaching to studies based on applied linguistics in the 
ESL context, and that this shift has resulted in problems of incongruence when innovations 
developed by applied linguists are transferred to the EFL context for the purpose of reform-
ing language education policies in the countries concerned including Japan. This discussion is 
primarily concerned with general (not specialized) language education in the public (not pri-
vate) sectors.
１．EFL コンテキストの性格









sonal Communicative Skills）ではなく、CALP（Cognitive Academic Language Proficiency）
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きる端的な違いとして、EFL コンテキストでは、英語は授業用言語（medium of instruc-
tion）としては用いられない点である。
　なお、BICS と CALP の厳密な違いについては、現在のところ、明確な定義をするほど研究





































































テストが開発された。ひとつは、J.B. Carroll and S. M. Sapon が1958年に開発した Modern 
Language Aptitude Test（略称 MLAT）であり、それをもとに1967年、小学校の児童用に作
成されたのが Modern Language Aptitude Test: Elementary（略称 EMLAT）である。これら
のテストは、（i）音声の記号化、（ii）文法的感受性、（iii）機械的記憶力、（iv）帰納的学習能
力の４つの下位能力で構成されていた。































革の結果、直接教授法（Direct Method）、自然教授法（Natural Method）、口頭教授法（Oral 
Method）、段階的直接教授法（Graded Direct Method）、オーラル・アプローチなどである。
アメリカの外国語教育学者であり心理学者であった J.B. Carroll は、1965年に各種教授法を整
理して、２つの教授理論に集約できるとした。それは、習慣形成理論（Audio-Lingual Habit 






較実験で主なものをいくつかをあげる。大学におけるドイツ語について、A-LH と CC-L を比
較するとともに、LL の効果も測定しようとしたのが Scherer and Wertheimer（1964）であっ
た。さらに、ペンシルバニア州のほぼすべてのハイスクールを巻き込んで、４年を費やした大














発した Ned A. Flanders（1970）の交互作用分析（Flanders Interaction Analysis Categories：
略称 FIAC）であった。















発に研究のエネルギーが向けられ、その成果はいわゆる Communicative Language Teaching
（CLT）の開発と流布の動きとなって、各国の学校教育にも大きな影響を及ぼすようになる。
さらに1990年代に入ると、EU 統合の動きと連動して、ヨーロッパ協議会（Council of Eu-
rope）が牽引する形で、外国語の運用能力指標としてヨーロッパ共通参照枠（Common Euro-



























言う。ひとつが BANA（Britain, Australasia and North America の頭文字）で、もうひとつ















　BANA から TESEP への技術移転（technology transfer）は以下の経路を通して行われる。
経路１：BANA 主催の英語教育プロジェクトにおいて TESEP 教員が新教授法を受け入れる
経路２：BANA 出版社、教科書会社が開発した新教材を、TESEP 側で使用する
経路３：BANA 教師が非英語国の TESEP で教える。
経路４：BANA 専門家が TESEP 教師や教員養成担当者を養成する
経路５：TESEP 教師が BANA の大学や大学院で学位取得のために学ぶ
　Holliday（1994, p.94）は、これら２つの世界の教育的ニーズには基本的な異質性があると指
摘する。BANA が想定するのは道具的ニーズ（instrumental language needs）、具体的には、
就職に必要とされるものであり、民間の英語学校へやってくる成人の英語学習者である。
TESEP の対象は EFL 国の公教育で学ぶ生徒・学生であり、その第一義的ニーズとは基礎的・
人格形成的なニーズであり、BANA が提供する道具的なニーズとは基本的に異なっている。






























BANA 大学院のコースと TESEP コンテキストの英語教育をベースにしている日本の大学院
とのちがいが浮き彫りにされた例である。
　英語教育の研究者を志してイギリスやアメリカの大学院に留学すれば、Applied Linguistics
や Second Language Acquisition を中心としたコースをこなすことになるが、この場合も同じ
ギャップが存在することに気づかされる。TESEP コンテキストの英語教育理論は BANA コ
ンテキストとは異質なもので、基礎と応用の関係だと簡単に言えないほどの距離がある。
６．まとめ及び提言
　EFL と ESL との対比とは少し異なる視点から２つのコンテキストを取り上げたのが Holli-
day （1994）の BANA 対 TESEP である。それは Kachru（1982,1992）の Inner Circle と Ex-
panding Circle の違いであり、この違いには、理論提供者（BANA ＝ IC）対理論消費者
（TESEP ＝ EC）という技術移転の関係が成り立つが、その移転は、下図に示すように、異な
るコンテキスト間で行われる。
1. Inner Circle: IC
 -ESL in English-mother-tongue countries ＝ BANA
 (cf. JSL in Japanese-mother-tongue country)
2. Outer Circle: OC
 -ESL in non-EMT countries
 (cf. JSL in non-JMT countries)
3. Expanding Circle (EC) ＝ TESEP





日本語については、IC と OC は第二言語としての日本語教育（Japanese as a second lan-















native-like fluency が得られる」があげられる。しかし、近年、ASEAN 諸国において、native 
speaker model の追求をやめて、各地域版の英語を学習目標にする multilingual model の考え
方も出てきている。仮に、multilingual model が教育目標として設定されれば、native-like flu-









開しているが（IATEFL, 2009）、ASEAN 諸国の現状にも、BANA からの技術移転が必ずし
も TESEP 側の要求に合致しているとは言えない例を見るのである。





わゆる English only と言われる単一言語使用（monolingual approach）の授業が英語教員の目
標でもある。日本の英語教室でも、monolingual approach が実践できるようになることは悲
願である。また、目指すべき模範授業を提示するための公開模範授業では、ほぼ例外なく
English Only の授業が展開するのがふつうである。しかし、EFL コンテキストにおいて、成





ないか。中級レベル以降でも、L1使用は resource であり、obstacle としてとらえられるべき
ではないと主張する。さらに、monolingual approach は実際には失敗しているのではないか。
なぜなら、学習者も教師も挫折感や不満を抱えている。English Only が原因で多くの学習放棄
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